
 

事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

作成日：平成 21 年 2 月 26 日 

担当部署：経済基盤開発部 

     都市・地域開発第二課 

１．案件名  

スリランカ国北部州地図更新プロジェクト 

２．協力概要 

（１）事業の目的  

 北部州全域において航空写真を撮影して北部州の現況を把握するとともに、武力紛争終結後

に国内避難民（IDP）の帰還が進むマナー県およびジャフナ県において復興計画の策定に必要と

なる縮尺 1/10,000 のデジタル地形図を作成する。 

 

（２）調査期間：  2010 年 2 月～2011 年 6 月 

 

（３）総調査費用： 5.8 億円  

 

（４）協力相手先機関： 測量局 

 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）  

 北部州（面積約 9000 平方キロメートル、人口約 100 万人） 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点  

  スリランカでは 2009 年 5 月に 30 年近く続いた武力紛争が終結し、戦場となった北部州では、国内

避難民（IDP）の帰還、再定住が最大の課題となっている。また、スリランカ政府は今後、紛争の影響

を大きく受けた北部州の復興と中長期的な開発に取り組まなければならない。 

   一方、IDP の生活再建と復興に不可欠なインフラ整備のための基礎資料となる地形図は、紛争の

ためにデータの更新が出来ておらず、1960 年代の情報を使用した 1/50,000 の地形図が存在するの

みである。北部州においてインフラの復旧、復興や都市開発を行っていくためには、北部州の現況

を把握するための航空写真を撮影及び、新しく更新された、復旧、復興事業実施に適した縮尺の地

形図が必要とされている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ  

スリランカ政府は、大統領直轄の「北部復興のための大統領タスクフォース」を設立し、北部州の

復興をトッププライオリティに位置づけている。地形図はＩＤＰの生活再建のためのインフラ整備、将

来の開発事業に欠かせない情報であり、緊急度、重要度が高い。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性  

 ジャフナ市では、ADB が上下水道施設整備および送電網整備を、中国が国道（A クラス）の改

修、インドがカンケサントゥライ（KKＳ）港の改修を予定している等、各ドナーは大規模インフラ

整備支援を予定しており、本調査によって作成される地形図の有効活用が期待される。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA の援助実施方針上の位置づけ  

我が国は対スリランカ支援において、「平和の定着と復興に対する支援」を援助重点分野としてお

り、ＪＩＣＡは「紛争影響地域住民生活・社会環境改善プログラム」において、紛争の影響を強く受けた

地域への支援を開始している。本件は、上記プログラムにおける復興支援案件の選定、実施に対し

ても有用な情報を提供するものであり、我が国の政策およびＪＩＣＡの方針に合致する。 

４．協力の枠組み 



 

（１） 調査項目  

１） 関連資料・情報の収集、整理、分析 

２） 仕様協議 

３） 空中写真撮影 

（面積：北部州 約 9,000km2） 

４） 評定点測量 

５） 水準測量 

６） 刺針 

７） 現地調査 

８） 空中三角測量 

９） 数値図化および数値編集 

１０） 現地捕測および数値捕測編集 

１１） 数値データの構造化 

１２） 地図記号化 

１３） データファイルの作成 

１４） 技術移転セミナー、ワークショップの開催 

 

（２） アウトプット（成果） 

１）北部州全域の航空写真撮影（約 9,000km2） 

２）縮尺 1/10,000 マナー県及びジャフナ県の地形図（約 2,000km2） 

３）スリランカ測量局に対するデジタル地形図作成にかかる技術移転 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  

（ａ）コンサルタント（分野／各１名） 

ａ) 総括 

ｂ）仕様協議 

ｃ) 空中写真撮影 

ｄ）標定点測量１/刺針 

ｅ）標定点測量２ 

ｆ）現地調査１ 

ｇ）現地調査２ 

ｈ）空中三角測量 

ｉ）数値図化 

ｊ）数値編集 

ｋ）地図記号化 

ｌ）ＧＩＳ構造化 

 

（ｂ）その他  

 デジタル地形図作成のためのソフト、機材の供与 

 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標  

 作成された地形図が、北部州の復興に携わるス国省庁、ドナー、ＮＧＯ、民間セクター関係

者に活用される。 

 

（２）活用による達成目標  

 地形図の活用により、北部州における開発計画の立案、実施が効率的に行なわれる。また、

測量局が取得した地形情報を基に、北部州他地域の地形図作成を実施する。 

 



 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情  

空中写真の撮影および編集作業のためのデータのスリランカ国外への持ち出しのために

は、ス国国防省から許可を得る必要があるところ、事前の調整により遅滞なく許可を得て作

業を進められること。 

 

（２）関連プロジェクトの遅れ  

特になし。 

 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）  

 地形図作成案件のため、特段の配慮事項なし。 

 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）  

 特になし。 

 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  

（ａ）活用の進捗度 

作成したマナー県、ジャフナ県の地形図の販売数、提供数。 

 

（ｂ）活用による達成目標の指標 

作成した地形図の活用実績(プロジェクト名、計画名) 

測量局によって完成された北部州他地域の縮尺 1/10,000 の地形図面積 

 

（３） 上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期  

フォローアップ調査によるモニタリング（プロジェクト終了後３～５年を目途に実施） 

 

（注）調査にあたっての配慮事項 


